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概　要

近年、都市構造が複雑に進展する中、火災を予防し被害を軽減するために、

消防本部では予防行政を強く推進しています。

一般事業所に対する立入検査を実施し、消防用設備等の不備や火災発生

の恐れのある危険箇所の是正について指導を行うとともに、一人暮らしの高齢者

住宅をはじめとする一般住宅の防火診断などをとおし、火災予防を訴えていま

す。

更に、一般事業所に対しては「防火管理者制度」等を活用し、消防計画の作

成や自衛消防訓練の実施など自主防災管理の徹底と自衛消防体制の強化

を図るとともに、臨海地域に所在する石油コンビナート等防災区域については、

危険物貯蔵取扱施設による大規模危険物災害を防止するため、危険物施設

への立入検査を実施するなど、特定事業所等の危険物保安体制の充実を図

り、災害の発生防止に努めています。
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防火対象物

防火対象物の現況

総　　　　　数 1,824 2,466 537 505 510

イ 劇 場 ・ 映 画 館 等 1 1 1 1 2

ロ 公 会 堂 又 は 集 会 場 11 14 7 7 9

イ キャバレー・ナイトクラブ等

ロ 遊技場又はダンスホ ール 1 1 1 1 1

ハ 性風俗関連特殊営業を営む店舗

二 個室（カラオケボックス等） 2 2 2 2 1

イ 待 合 ・ 料 理 店 等

ロ 飲 食 店 108 108 41 41 13

百 貨 店 ・ マ ー ケ ッ ト 等 89 91 61 58 32

イ 旅 館 ・ ホ テ ル ・ 宿 泊 所 等 12 13 10 10 10

ロ 寄宿舎・下宿又は共同住宅 610 835 122 111 134

⑴

次のいずれにも該当し、特に防火安全
対策が必要とされる病院（※３）
・診療科目名に内科、整形外科、リハ
ビリテーション科等の特定診療科目を有
する。
・療養病床または一般病床を有する。

2 2 2 2

⑵

次のいずれにも該当し、特に防火安全
対策が必要とされる有床診療所
・診療科目名に内科、整形外科、リハ
ビリテーション科等の特定診療科目を有
する。
・4人以上の患者を入院させるための施
設を有する。

⑶
（ 1 ） 及 び （ 2 ） 以 外 の 病 院 、
有 床 診 療 所 、 有 床 助 産 所 2 2 2 2 1

⑷ 無床診療所又は無床助産所 38 40 7 7 1

⑴ 高 齢 者 施 設 等 32 34 31 31 1

⑵ 救 護 施 設

⑶ 乳 児 院 1 1 1 1

⑷ 障 害 児 入 所 施 設

⑸ 障 害 者 施 設 2 2 2 2

5

６イ

６ロ
※１

4

区分

1

2

3

用　　　　　途 事業所数
棟別防火
対象物数

予 防 査 察
実 施 数

項

防火管理者
選任済対象物

消 防 計 画
届 出 済
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⑴ 高 齢 者 施 設 等 24 25 16 15

⑵ 更 生 施 設

⑶ 保 育 所 ・ 児 童 施 設 等 18 24 16 16

⑷ 障 害 児 施 設 等 13 14 1 1 4

⑸ 障 害 者 施 設 等 25 25 5 5 1

幼稚園又は特別支援学校 3 3 3 3

小・中・高校・各種学校等 14 43 13 13 18

図 書 館 ・ 博 物 館 等 2 2 2 2

イ 蒸 気 浴 場 ・ 熱 気 浴 場 等

ロ イ 以 外 の 公 衆 浴 場 2 2 1

停車場・航空機発着場等 2 2 1 1

神 社 ・ 寺 院 ・ 教 会 等 30 33 6 4 1

イ 工 場 又 は 作 業 場 153 249 32 28 43

ロ 映 画 又 は テ レ ビ ス タ ジ オ

イ 自 動 車 車 庫 又 は 駐 車場 9 32 6

ロ 飛 行 機 格 納 庫 等

倉 庫 189 285 20 15 98

前各項に該当しない事業場 156 296 46 44 67

イ
特定用途防火対象物が存する
複 合 用 途 防 火 対 象 物 194 199 71 69 31

ロ イ以外の複合用途防火対象物 77 82 13 12 31

地 下 街

建 築 物 の 地 階

重要文化 財等 の建 造物 1 3 1 1 4

延長50ｍ以上のアーケード 1 1 1

市町村長の指定する山林

総 務 省 令 で 定 め る 舟 車20

16の2

16の3

17

18

19

６ハ
※２

６二

※２　６項ロ以外の福祉施設等

※３　火災発生時の延焼を抑制するための消火活動を適正に実施することが

　　　できる体制（相当程度の患者の見守り体制）を有するものは除く。

8

9

10

11

12

※１　自力避難困難者入所福祉施設等

7

13

14

15

16

消 防 計 画
届 出 済

予 防 査 察
実 施 数

区分 用　　　　　途 事業所数
棟別防火
対象物数

防火管理者
選任済対象物
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防火管理者選任状況（甲種防火対象物、乙種防火対象物）
　

計 477 224 44 188 21

イ 劇 場 ・ 映 画 館 等 1 1

ロ 公 会 堂 又 は 集 会 場 7 5 2

イ キ ャ バ レ ー ・ ナ イ ト ク ラ ブ 等

ロ 遊 技 場 又 は ダ ン ス ホ ー ル 1 1

ハ 性風俗関連特殊営業を営む店舗

二 個 室 （ カ ラ オ ケ ボ ッ ク ス 等 ） 2 2

イ 待 合 ・ 料 理 店 等

ロ 飲 食 店 40 20 20

百 貨 店 ・ マ ー ケ ッ ト 等 59 46 13

イ 旅 館 ・ ホ テ ル 又 は 宿 泊 所 等 10 10

ロ 寄 宿 舎 ・ 下 宿 又 は 共 同 住 宅 107 107

⑴

次のいずれにも該当し、特に防火安全対策
が必要とされる病院　（※３）
・診療科目名に内科、整形外科、リハビリ
テーション科等の特定診療科目を有する。
・療養病床または一般病床を有する。

2 2

⑵

次のいずれにも該当し、特に防火安全対策
が必要とされる有床診療所
・診療科目名に内科、整形外科、リハビリ
テーション科等の特定診療科目を有する。
・4人以上の患者を入院させるための施設を
有する。

⑶
（ 1 ） 及 び （ 2 ） 以 外 の 病 院 、
有 床 診 療 所 、 有 床 助 産 所

2 2

⑷ 無 床 診 療 所 又 は 無 床 助 産 所 6 5 1

⑴ 高 齢 者 施 設 等 31 31

⑵ 救 護 施 設

⑶ 乳 児 院 1 1

⑷ 障 害 児 入 所 施 設

⑸ 障 害 者 施 設 2 2

⑴ 高 齢 者 施 設 等 12 9 3

⑵ 更 生 施 設

⑶ 保 育 所 ・ 児 童 施 設 等 16 14 2

⑷ 障 害 児 施 設 等

⑸ 障 害 者 施 設 等 5 5

3

防火管理者

　一定の収容人員を有する事業所等では消防法により資格のある防火管理者を選任し、防火
管理業務を行わせる必要があります。

　　　　　　       　種   別

計

防火対象物

特定用途 非特定用途

 防 火 対 象 物 甲種 乙種 甲種 乙種

項別

1

2

4

5

６イ

6ロ※１

6ハ※２
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幼 稚 園 又 は 特 別 支 援 学 校 3 3

小 ・ 中 ・ 高 校 ・ 各 種 学 校 等 13 12 1

図 書 館 ・ 博 物 館 等 2 2

イ 蒸 気 浴 場 ・ 熱 気 浴 場 等

ロ イ 以 外 の 公 衆 浴 場 1 1

停 車 場 ・ 航 空 機 発 着 場 等 1 1

神 社 ・ 寺 院 ・ 教 会 等 4 4

イ 工 場 又 は 作 業 場 23 23

ロ 映 画 又 は テ レ ビ ス タ ジ オ

イ 自 動 車 車 庫 又 は 駐 車 場

ロ 飛 行 機 格 納 庫 等

倉 庫 12 12

前 各 項 に 該 当 し な い 事 業 場 34 15 19

イ
特 定 用 途 防 火 対 象 物 が 存 す る
複 合 用 途 防 火 対 象 物 68 65 3

ロ イ 以 外 の 複 合 用 途 防 火 対 象 物 11 11

地 下 街

建 築 物 の 地 階

重 要 文 化 財 等 の 建 造 物 1 1

延 長 50 ｍ 以 上 の ア ー ケ ー ド

市 町 村 長 の 指 定 す る 山 林

総 務 省 令 で 定 め る 舟 車

※１  自力避難困難者入所福祉施設等

※２  ６項ロ以外の福祉施設等

※３  火災発生時の延焼を抑制するための消火活動を適正に実施することが

　　　できる体制（相当程度の患者の見守り体制）を有するものは除く。

19

20

12

6ニ

7

8

9

10

11

13

14

15

16

16の2

16の3

17

18

　　　　　　       　種   別

計

防火対象物

特定用途 非特定用途

 防 火 対 象 物 甲種 乙種 甲種 乙種
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建築確認同意状況

消防用設備等
消防用設備等の届出・検査

建築確認同意

　 建築物の新築・増改築等について、建築主事等が許認可や確認を行う前に消防長又は
消防署長の同意を必要とします。消防機関はこれによって防火上必要なチェックを行い、消
防用設備等の設置について指導しています。

工事種別
計 新築 増改築 計画変更

用途別

店舗併用住宅

専 用 住 宅 214 210 4

共 同 住 宅 23 22 1

長 屋 住 宅 2 1 1

店 舗 7 4 3

倉 庫 5 4 1

計 268 254 2 12

そ の 他 17 13 1 3

連

結

送

水

管

そ

の

他

区
　
　
　
　
分

計

消

火

器

具

屋

内

消

火

栓

設

備

屋

外

消

火

栓

設

備

自

動

火

災

報

知

設

備

65

非

常

警

報

設

備

避

難

器

具

誘

導

灯

（
誘

導

標

識

を

含

む

）

着工届 179 4 1

設置届 283 56 2 1 18

8 21 60 2 18

97 14 17 78

22 38 138 2 36計 462 56 6 2 162
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危険物施設と保安３法

５
倍
以
下

５
倍
を
超
え
１
０
倍
以
下

１
０
倍
を
超
え
５
０
倍
以
下

５
０
倍
を
超
え
１
０
０
倍
以
下

１
０
０
倍
を
超
え
１
５
０
倍
以
下

１
５
０
倍
を
超
え
２
０
０
倍
以
下

２
０
０
倍
を
超
え
る

6 1 4 1

屋 内 貯 蔵 所 48 12 8 9 2 5 12

屋外タンク貯蔵所 59 5 6 16 9 14 1 8

屋内タンク貯蔵所 2 2

地下タンク貯蔵所 28 13 4 9 2

簡易タンク貯蔵所

移動タンク貯蔵所 88 22 11 18 34 2 1

屋 外 貯 蔵 所 4 2 2

計 229 54 31 54 47 16 7 20

給 油 取 扱 所 30 2 6 9 4 1 8

一 般 取 扱 所 32 10 11 6 5

計 62 12 17 15 9 1 8

297 66 49 73 57 16 8 28合計

製　　造　　所

貯
蔵
所

取
扱
所

　消防法で定める石油類等の危険物に係る事務処理に加え、平成２４年１０月１日から大
阪府より「大阪府産業保安行政事務に係る事務処理の特例に関する条例の一部を改正す
る条例」の規定に基づき、「火薬類取締法」、「高圧ガス保安法」、「液化石油ガスの保安の
確保及び取引の適正化に関する法律」に係る事務処理について権限が移譲されました。

 　これらの法律に関連する施設は、危険物と同様に火災時には被害拡大が懸念されるため
許認可申請や届出が必要となります。また、関連施設には立入検査を実施し、事故の未然
防止に努めています。

危   険   物
危険物施設の現況

区　分

令
和
4
年
度
施
設
数

許　可　施　設　数（指定数量倍数別）

施　設　別
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合　　　計

簡 易 タ ン ク 貯 蔵 所

移 動 タ ン ク 貯 蔵 所

屋 外 貯 蔵 所

計

取
　
扱
　
所

営 業 用 給 油 取 扱 所

自 家 用 給 油 取 扱 所

一 般 取 扱 所

計

貯
　
　
蔵
　
　
所

屋 内 貯 蔵 所

屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所

屋 内 タ ン ク 貯 蔵 所

地 下 タ ン ク 貯 蔵 所

危険物施設立入検査実施状況

施　　　 設　　 　別 件　　　　数

製　　　　　　　造　　　　　　　所 3

135

14

13

1

1

118

39

36

26

1

15
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4 4 4 12 5

1 1 2

20

1 1 1

1 1 2 4 1

1 3 4 8 18

4 5 4 13 24

5 4 4 17 14

2 17 20 1 12 56 85

危険物施設認可申請・届出受理

危険物施設許可申請状況

20 254,500

計 56 796,900

仮 使 用 承 認 申 請 12 64,800

仮貯蔵・仮取扱承認申請 4 21,600

完 成 検 査 前 検 査 申 請 1 6,000

完 成 検 査 申 請

計 93

区        分 件　数 手数料（円）

危険物手数料納付状況

許可申請
設置 2 52,000

変更 17 398,000

譲 渡 引 渡 届 2

そ の 他 の 届 出 5

予 防 規 程 制 定 （ 変 更 ） 認 可 申 請 書 12

設 置 者 の 氏 名 ・ 名 称 ・ 住 所 変 更 届 13

軽 微 な 変 更 届 22

品 名 ・ 数 量 ・ 倍 数 変 更 届 2

危険物保安監督者（代行者）選任解任届 23

危 険 物 取 扱 者 選 任 解 任 届 11

危 険 物 施 設 廃 止 届 3

販 売 取 扱 所

計 4

申　請　・　届　　出　　区　　分 件数

屋 外 貯 蔵 所

給 油 取 扱 所

一 般 取 扱 所 4

地 下 タ ン ク 貯 蔵 所

簡 易 タ ン ク 貯 蔵 所

移 動 タ ン ク 貯 蔵 所

屋 内 貯 蔵 所

屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所

屋 内 タ ン ク 貯 蔵 所

仮

使

用

計

前

年

度

計
施　設　別

完
成
検
査
前
検
査

製 造 所

処　理　別
設

置

許

可

変

更

許

可

完

成

検

査

仮

貯

蔵

仮

取

扱
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火薬類施設の現況

火薬類施設等立入検査実施状況

火薬類申請等受理状況

　

火薬類手数料納付状況

火 薬 類 （ 煙 火 ） 消 費 許 可 申 請 書

煙 火 消 費 許 可 申 請 2 15,800

計 2 15,800

3

区　　  　　分 件　　数 手数料（円）

計

2

計 10

1火 薬 庫 外 貯 蔵 所 変 更 届

申 請 ・ 届 出 等 種 別 件　　数

販 売 1

庫 外 貯 蔵 庫 2

火 薬 類

区 分 件　　　数

庫 外 貯 蔵 庫 3

区　　　分 件　　　数

煙 火 消 費 場 所 7

販 売 1

計 4
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高　圧　ガ　ス

高圧ガス事業者等の現況

高圧ガス施設等立入検査実施状況

高圧ガス申請等受理状況

高圧ガス手数料納付状況

13,400
高 圧 ガ ス 貯 蔵 所 位 置 等 変 更 許 可 申 請 14,000

第一種貯蔵所軽微変更届書
高圧ガス販売事業届書

高圧ガス販売事業継承届書

1
1
1
2
3
1

計一般則 冷凍則 一般・液石則 液石則 容器則

高圧ガス保安技術管理者等届書
冷凍保安責任者届書

冷凍保安責任者代理者届書

1 1

区　　　　　　分 適用規則

3

2
第 二 種 貯 蔵 所 3 3

12第 一 種 製 造 者 8 4

25
容 器 検 査 所

第 二 種 製 造 者 9 28 37
第 一 種 貯 蔵 所

3 3
高圧ガス販売業者 17 1 7

82

1
19

計 37 32 2

件　　数
3高 圧 販 売

1

件数
3

3
1
1
1

計 4

区　　　　　分

8

指定保安検査機関保安検査受検届書
計

第 二 種 冷 凍 1

計 7

69
19

高圧ガス製造施設等変更許可申請書

申請・届出等種別

高圧ガス製造設備軽微変更届書
高圧ガス製造廃止届書

危害予防規程届書
高圧ガス保安統括者代理者届書

保安検査申請書
保安検査結果報告書

1
2

高圧ガス製造事業届書
氏名、名称、住所等の変更届出書

第一種貯蔵所位置等変更許可申請書

71,300

高圧ガス貯蔵所位置等変更完成検査申請 1 10,500
高 圧 ガ ス 製 造 施 設 等 保 安 検 査 申 請 1

1
3
2

検査主任者届書
製造施設完成検査申請書 2

高圧ガス販売事業廃止届書
高圧ガス販売主任者届書

高圧ガス製造施設等変更完成検査申請 1 2,400

31,000

1

区　　　　　　分 件　数 手数料（円）

高 圧 ガ ス 製 造 施 設 等 変 更 許 可 申 請 3
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液 化 石 油 ガ ス

液化石油ガス事業者等の現況

液化石油ガス施設等立入検査実施状況

液化石油ガス申請等受理状況

液化石油ガス手数料納付状況

区　　　　　　　分 件　　　数

液 化 石 油 ガ ス 販 売 事 業 所 6

液 化 石 油 ガ ス 保 安 機 関 6

計 3

申 請 ・ 届 出 等 種 別 件数

特定液化石油ガス設備工事事業者 8

計 20

区　　　　　分 件　　数

1

1

1

液化石油ガス販売事業所

特定液化石油ガス設備工事事業者

保 安 機 関

計 10

区　　　　　　分 件　数 手数料（円）

液 化 石 油 ガ ス 販 売 事 業 報 告 5

保 安 業 務 実 施 状 況 報 告 4

液 化 石 油 ガ ス 設 備 工 事 届 1

計 0 0
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計 1,593 1,634

自主点検結果報告書 23 23

その他の届出 45 38

防火対象物使用開始届 90 80

防火管理者選解任届 150 145

消防計画書 159 157

火災とまぎらわしい行為届 7 5

催物開催届 1 1

ネオン管設備設置届

指定可燃物貯蔵取扱届 14 15

水素ガスを充てんする気球届

消防用設備等設置届 283 299

消防用設備等点検結果報告書 602 686

変電設備設置届 11 13

蓄電池設備設置届 1 7

乾燥設備設置届 5 2

発電設備設置届 5 5

炉かまど設置届

ボイラー設置届 7 3

少量危険物貯蔵取扱届 11 16

消防用設備等着工届 179 139

火災予防条例等による届出

　消防法令及び泉大津市火災予防条例では職場や家庭の火災予防と消防活動
の円滑を図るため、各種の届出を義務づけ、防火安全上必要な指示・指導を行なっ
ています。

届　出　件　数

　　　　　　　　　　　　　               　件  数
令和4年度 前年度

  届 出 区 分
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広 報 活 動

広報活動
区　　　分 回　数

巡回広報 122

特別巡回広報 74

防火講演等 83

文書 9

消防施設見学・写生会 16

新聞・広報紙等 10

防火看板・幕掲出、ポスター・
パンフレット等広報資材配布

10

イベント等 4

事業所・学校等を対象に火災予防・防火
管理体制等を指導

小学校・幼稚園・保育所・地域等を対象に
実施

一般誌・市広報紙等に消防広報記事等を
掲載

春・秋の全国火災予防運動及び年末・年
始火災予防運動及び住宅用火災警報器
設置推進強化週間等

消防ふれあいフェスタ、文化財消防訓練等

学校・職域・地域等を対象に出前講座や
消防訓練を通じ火災予防啓発を実施

　情報化時代の今日、市民生活の安全につながる消防広報の重要性を一層自覚し、常
に創意工夫により多角的な広報を行なっています。

主　　な　　内　　容　　等

年間を通じ（火災気象通報発令時等適宜）
広報車等で市内全域にわたり実施

春・秋の全国火災予防運動及び年末・
年始火災予防運動期間中、広報車等で
市内全域にわたり実施
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昭和５１年度　　火災は人災　防ぐはあなた
昭和５２年度　　使う火を消すまで離すな目と心
昭和５３年度　　それぞれの持ち場で生かせ火の用心
昭和５４年度　　これくらいと思う油断を火が狙う
昭和５５年度　　あなたです！火事を出すのも防ぐのも
昭和５６年度　　毎日が防火デーです　ぼくの家
昭和５７年度　　火の用心　心で用心　目で用心
昭和５８年度　　点検は防火のはじめしめくくり
昭和５９年度　　“あとで”より“いま”が大切　火の始末
昭和６０年度　　怖いのは「消したつもり」と「消えたはず」
昭和６１年度　　防火の大役　あなたが主役
昭和６２年度　　消えたかな！　気になるあの火もう一度
昭和６３年度　　その火　その時　すぐ始末！
平成 元年度　　おとなりに　あげる安心　火の始末
平成　２年度　　まず消そう　火への鈍感　無関心
平成　３年度　　毎日が火の元警報発令中
平成　４年度　　点検を重ねて築く“火災ゼロ”
平成　５年度　　防火の輪　つなげて広げて　なくす火事
平成　６年度　　安心の　暮らしの中心　火の用心
平成　７年度　　災害に　備えて日頃の　火の用心
平成　８年度　　便利さに　慣れて忘れる　火のこわさ
平成　９年度　　つけた火は　ちゃんと消すまで　あなたの火
平成１０年度　　気をつけて　はじめはすべて　小さな火
平成１１年度　　あぶないよ　ひとりぼっちにした　その火
平成１２年度　　火をつけた　あなたの責任　最後まで
平成１３年度　　たしかめて。火を消してから　次のこと
平成１４年度　　消す心　置いてください　火のそばに
平成１５年度　　その油断　火から炎へ　災いへ
平成１６年度　　火は消した？　いつも心にきいてみて
平成１７年度　　あなたです　火のあるくらしの　見はり役
平成１８年度　　消さないで　あなたの心の　火の注意
平成１９年度　　火は見てる　あなたが離れる　その時を
平成２０年度　　火のしまつ  君がしなくて  誰がする
平成２１年度　　消えるまで  ゆっくり火の元  にらめっ子
平成２２年度 　 「消したかな」　あなたを守る　合言葉
平成２３年度　　消したはず　決めつけないで　もう一度
平成２４年度　　消すまでは　出ない行かない　離れない
平成２５年度　　消すまでは　心の警報　ＯＮのまま

令和　２年度　　その火事を　防ぐあなたに　金メダル

令和　３年度　　おうち時間　家族で点検　火の始末

令和　４年度　　お出かけは　マスク戸締り　火の用心

令和元年度     ひとつずつ　いいね！で確認　火の用心
平成３０年度　　忘れてない？　サイフにスマホに　火の確認
平成２９年度　　火の用心　ことばを形に　習慣に

全国統一防火標語
　総務省消防庁と（一社）日本損害保険協会では、毎年防火標語を募集し入選作を全国統一
防火標語として、春･秋の火災予防運動をはじめ、広く防火意識の普及ＰＲに使用しています。

平成２６年度　　もういいかい 火を消すまでは まあだだよ
平成２７年度　　無防備な　心に火災が　かくれんぼ
平成２８年度　　消しましょう　その日その時　その場所で
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